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はじめに
　認知行動療法（cognitive behavioral therapy：
CBT）とは，認知と行動のあり方を現実的に見
つめ直すことを手段として，問題解決を図り気
分を安定させることを目的とした精神療法であ
る1）．うつ病をはじめさまざまな疾患への有効
性が確認され，欧米のうつ病の診療ガイドライ
ンでも推奨されている2）3）．日本では，薬物治療
抵抗性うつ病に対する薬物療法単独群と薬物療
法＋CBT群のランダム化比較試験（randomized 

controlled trial：RCT）で CBTの効果が実証さ
れ4），うつ病ガイドラインでも推奨されてい
る5）．抗うつ薬抵抗性社交不安症に対する RCT

でも，薬物治療を中心とした通常治療を継続し
た群と比較して，通常治療＋CBT群での効果が
認められている6）7）．
　2010年度の診療報酬改定で CBTが初めて保
険点数化されたが，治療に習熟した医師による
うつ病への実施に算定が限られていた．2012年
度に精神科救急医療体制の確保に協力などを
行っている精神保健指定医とその他の医師の 2

種類に算定項目が分けられ，2016年度には医師
の指示のもと一定の知識と経験を有する看護師
が一部分を実施する形式が追加され，3種類と
なった．同年，対象疾患に強迫性障害，社交不
安障害，パニック障害，心的外傷後ストレス障
害が加わった．2018年度には実施する医師の資
格による算定の区別が廃止され，看護師が一部
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分を実施する形式に関する施設基準が緩和さ
れ，対象疾患に神経性過食症も追加された．こ
れらの改定は CBTの普及を意図したものと考
えられるが，2010～2015年度のレセプト情報・
特定健診等情報データベース（National Database 

of Health Insurance Claims and Specific Health 

Checkups of Japan：NDB）を用いた研究では算
定回数はやや減少傾向で地域差も大きいことが
示されており8），精神科医療の適正化として薬
物療法の適正使用と精神療法の普及が求められ
ているが CBTを十分に提供できているとはい
えなかった7）．また，新型コロナウイルス感染
症（COVID‒19）のパンデミックでは，世界の
うつ病患者が 27.6％増加し，不安症患者も
25.6％増加したという推計もあり9），全国的な
受診抑制や医療逼迫も問題となったが，定量的
に診療への影響を調べた日本の研究は外科手術
などが多く10）11），CBTを含めた精神科領域はあ
まり調べられていない12）．
　本研究では，NDBオープンデータを用いて，
先行研究以降の期間も含めた CBTの保険診療
での実施状況を調査し，全国の実施回数の経年
変化，地域差，COVID‒19の影響などを明らか
にすることを目的とした．

方法
　本研究は，厚生労働省が研究利用などのため
にレセプト情報を集計・公開している NDB

オープンデータ13）～15）を用いた記述疫学研究で
ある．2014年度以降の精神科専門療法や手術や
検査などの診療行為の全国の年間総算定回数と
「入院・外来」「都道府県別」「性・年齢階級別
（5歳ごと）」の内訳が利用でき，2019年度から
は「月別」「二次医療圏別」の内訳も利用でき
る．本研究では厚生労働省のホームページに
Excel形式で公開されている 2014～2022年度の
CBTの算定回数を分析した．認知療法・認知行
動療法（I003‒2）のデータは，診療報酬の算定
区分と同様に，実施者が医師か，医師と看護師

の共同実施かも区別され，外来でのみ算定でき
る．2014～2022年度の算定総回数と実施者別の
経年変化を調べた．人口 100万人あたりの性・
年齢階級別の算定回数，地方別，都道府県別の
算定回数，算定施設数，厚生労働省への届出施
設数を分析した．都道府県ごとの性・年齢分布
の違いを調整するため，各都道府県の性・年齢
調整標準化レセプト出現比（standardized claim 

ratio：SCR）を以下のように計算した8）16）．

A県の SCR

＝Σ（A県の性・年齢階級別レセプト実数×
100）÷（A県の性・年齢階級別レセプト期待数）
＝Σ（A県の性・年齢階級別レセプト実数×
100）÷（A県の性・年齢階級別人口×全国の
性・年齢階級別レセプト実数÷全国の性・年齢
階級別人口）

　SCRの値が 100より大きい都道府県では，年
齢を補正しても CBTが全国よりも多く行われ
ていることを意味する．また，COVID‒19のパ
ンデミックの影響を検討するため，2019～2022

年度の精神疾患の通院の指標である通院精神療
法と CBTの月別の算定回数と，COVID‒19新規
感染者数などを比較した生態学的研究も行った．
　なお，NDBオープンデータでは算定回数が
10回未満の年齢階級や都道府県は，プライバ
シー保護の観点から実際の回数が公開されてい
ない．都道府県データは患者の住所ではなく医
療機関の住所を指している．人口データは総務
省統計局が公開しているものを利用した17）．各
都道府県の算定施設数は，国立精神・神経医療
研究センターが公開している精神保健福祉資料
の NDBを用いた 2021年度の集計を利用し18），
2022年度3月のCBTの届出施設数19）とCOVID‒
19感染者数20）は厚生労働省の公開データを利
用した．2022年度の通院精神療法は 11種類あ
るが，98.5％を占める「通院精神療法（イ及び
ロ以外の場合）」の「（30分未満の場合）または
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（30分以上の場合）．（1以外の場合）または（精
神保健指定医による場合）」の4種を対象とした．
　本研究は国立国際医療研究センター倫理審査
委員会の承認を得て実施した（NCGM‒G‒
003402）．

結果
　CBTの算定回数が最多だったのは 2014年度
の 44,888回で，2022年度は 35,231回と減少し
ていた（Fig.　1）．2017年度までは実施者が精神
科救急体制の精神保健指定医かそれ以外の医師

に分かれていたが，算定回数の比は 1：1.0～1.2

だった．看護師との共同実施は，2017年度は 10

回未満，2018年度には算定条件における施設基
準が緩和されたが 26回（0.3％），2022年度も
239回（0.7％）に留まり，239回のうち滋賀 216

回，和歌山 20回と，ほとんどの地域でまったく
行われていなかった．
　2022年度の性・年齢階級別の算定回数では
女性への実施が 63％を占め，15歳以上の全年
齢階級で女性への実施が多かった（Fig.　2）．各
年度，男女ともに算定回数のピークを示したの
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Fig.　1　算定回数の経年変化
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は 20～49歳で，2022年度は全体の 64％を占め
た．19歳以下は 13％，65歳以上は 7％を占め
た．人口 100万人あたりでは，男性 25～29歳
490回，女性 20～24歳 864回で，それぞれ最多
だった（Fig.　3）．
　2022年度の都道府県別の算定回数では，青
森，秋田，山形，新潟，富山，福井，奈良，山

口，香川，高知，佐賀，長崎，大分，沖縄の 14

県では 10回未満だった．人口 100万人あたりで
は，最多は岡山 2,834回，島根 1,731回，宮崎
1,681回であり，大きな地域差を認めた（Fig.　
4）．2021年度の人口 100万人あたりの CBT算
定施設数が多かったのは島根 6.1，愛媛 3.8，滋
賀 3.5だが，2021年度の算定施設あたりの 2022

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000
（算定回数/100万人）

90
歳以
上

85
～8
9歳

80
～8
4歳

75
～7
9歳

70
～7
4歳

65
～6
9歳

60
～6
4歳

55
～5
9歳

50
～5
4歳

45
～4
9歳

40
～4
4歳

35
～3
9歳

30
～3
4歳

25
～2
9歳

20
～2
4歳

15
～1
9歳

10
～1
4歳

5～
9歳

0～
4歳

男性
女性
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Fig.　4　 都道府県別の人口 100万人あたりの算定回数（2022年度）と算定施設数（2021年度）と届出施設数
（2022年 3月）



517Vol. 65 No. 6. 2025｜心身医

年度の算定回数は岡山 1,319回，宮崎 1,179回，
三重 572回と，施設の数やその実施状況にも地
域差を認めた．2022年 3月の厚生労働省への
CBTの届出医療機関は全国に 742施設あり，各
都道府県に 2カ所以上あり，人口 100万人あた
りの施設数の最多は島根 21.3，和歌山 13.3，山
形と佐賀 12.5，最少は奈良 1.5，長崎 1.6，新潟
と山口 2.3であった．2022年度の二次医療圏別
データでは，335のうち 272の二次医療圏では
算定回数が 10回未満だった．岡山の 5,277回の
うち県南東部が 5,251回，島根では 1,143回のう
ち松江が 1,125回，宮崎では 1,768回のうち宮崎
東諸県が 1,757回を占め，都道府県内での偏在
がみられた．2022年度の地方別・人口 100万人
あたりの算定回数は，北海道 37回，東北 117

回，関東 128回，中部 595回，近畿 265回，中
国 937回，四国 115回，九州・沖縄 218回であっ
た．2022年度の性・年齢調整 SCRは，最多は
岡山 1,029，島根 683，宮崎 653で，全国平均で
ある 100に近いのは宮城 114，東京 89，大阪 87

であった（Fig.　5）．

　CBT算定回数は，2020年度は 4月，5月，1

月が少なく，2021年度は 5月，8月，2月が少
なく，COVID‒19感染者数の増加や緊急事態宣
言に関連した増減が示唆される（Fig.　6）．年度
平均算定回数に対する最も少ない月の算定回数
の割合は，CBTでは 2019年度 95.7％，2020年
度 85.4％，2021年度 89.9％，2022年度 89.2％
で，通院精神療法ではそれぞれ 95.1％，85.8％，
90.6％，93.5％であり，いずれも流行開始後の
変動が大きく，その初年度である 2020年度が
最も変動が大きかった．4年間の平均では CBT

が少ないのは 5月 2,777回，1月 2,834回，多い
のは 10月 3,229回，3月 3,218回であった．

考察
　NDBを用いて 2010～2015年までのCBTの実
施状況を調べた先行研究8）と今回の結果を合わ
せると，算定回数が最多だったのはCBTが初め
て保険収載された 2010年度の 51,866回，最少
は 2012年度の 34,271回であり，看護師との共
同実施や対象となる精神疾患の追加などの診療
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報酬改定にもかかわらず，2022年度も35,231回
に留まった．精神保健福祉資料の NDBを用い
た集計によれば，CBTの算定施設数は 2013年
度 262施設から 2021年度には 202施設に減っ
ており，2021年度に CBTを受けた患者は 8,680

人であった18）．
　全国の精神科診療所を対象とした 2016年の
研究では，回答のあった 1,019件のうち，最も
多く行われている精神療法は CBTであり
（37.9％），最も多くの診療所が CBTを適用して
いた疾患はうつ病であった21）．厚生労働省の患
者調査では，精神疾患を有する外来患者数は
2008年の 290万人から 2017年の 389万人と増
加し，そのうちCBTの主な対象疾患である気分
障害も 101万人から 125万人と増加してい
る22）．CBTの主な対象となる 20～49歳の人口
が 2010年の 4,910万人から 2022年の 4,374万
人に減っていることを考慮しても，CBTが十分
に提供されているとはいえない．CBTは十分普
及していないという見方が多く1）23）24），普及を
阻害する要因として，時間的制約，診療報酬，

治療者の不足などが挙げられているが1）21）23），
一方では，対象となる患者数がどの程度なの
か，保険診療だけでなく自由診療も含めて CBT

がどの程度提供されているのかなどは十分な
データがなく，今後調査が必要と考えられる．
外来通院精神療法のほうが時間あたりの診療報
酬に換算すると有利であることから，CBTを
行っているが外来通院精神療法で算定している
場合もあり8）23），CBT研修の参加医師 107人を
対象にした調査によると，CBTの算定方法は通
院精神療法 54％，CBT 20％，自由診療 17％で
あった23）．また，臨床心理士などによる自由診
療で CBTを実施しているケースも多いようだ
が実態はわかっておらず21），本研究のような保
険算定回数のデータだけでは CBTの実施状況
を過小評価している可能性がある．精神科通院
中の患者 434人に対する CBTについての質問
紙調査では，CBTの名称を聞いたことがある患
者は 49％，標準時間で受けたことがある患者は
5.5％，料金などの点で保険適用外では精神療
法を希望しない患者は 70％と報告されており，
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Fig.　6　CBT・通院精神療法の月別算定回数と COVID‒19流行状況
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患者側へのCBTの周知や，希望する人が保険診
療で受けられることも重要と思われた24）．
　CBTの提供を増やすために看護師との共同
実施が認められたが，その後もほとんど実施さ
れておらず，しかも滋賀と和歌山以外ではほと
んど行われていないことが明らかとなった．精
神科関連施設の看護師を対象とした調査では，
CBTのトレーニング・講習を受けた経験は
43％だったが，個人 CBTの実施経験は 17％，
集団 CBTの実施経験も 9.7％に留まってい
た25）．2011～2019年度までにうつ病の認知療
法・認知行動療法研修に参加した看護師から
は，CBTの難しさとして，時間的余裕がない
（55％），勤務体制から定期面接が難しい
（39％），周りに相談できる人がいない（38％）
などが挙げられた23）．同じ調査で医師は，時間
的余裕がない（71％），診療点数が通院精神療法
30分超と変わらない（54％），勤務体制から定
期的に面接を行うことが難しい（29％）を挙げ
ていた．看護師の治療者要件の緩和や，研修機
会を増やし，スーパービジョンを受けられる体
制をとることなどが提言されている．
　精神科診療所 6,265施設の調査では，回答の
あった施設数を分母とすると CBT実施施設の
割合は 0～80％と都道府県間の大きな差を認め
たが，回答率も 7～36％と地域差が大きいこと
が限界として挙げられていた21）．悉皆性の高い
NDBで 2010～2015年度を対象とした研究で
は，年齢調整 SCRで都道府県の CBT実施数を
比べると最高の石川県と最低の徳島県で 420倍
の地域差があり，東北地方で低かった8）．今回
のデータでも，人口あたりのCBTの算定回数だ
けでなく，算定施設数にも大きな地域差を認め
た．また先行研究では，都道府県別の算定回数
に関連する因子として，CBTを実施できる体制
の整った届出施設の数が挙げられていたことか
ら8），今回検討したが，算定回数が少ない都道
府県の中には，届出施設が少ないところもあれ
ば，届出施設は多いものの実際に算定している

施設が少ないところもあり，CBTが行えない，
または保険診療では行っていない理由は地域や
施設によってさまざまである可能性があり，今
後調査が必要と考えられた．精神疾患の地域差
に関して NDBオープンデータで人口あたりの
処方量を調べた研究では，抗精神病薬は最多の
長野県と最少の奈良県では1.9倍の差があり26），
clozapine 100 mg錠は最多の沖縄県と最少の島
根県では18倍の差があった14）．地域差には有病
率，医療へのアクセス，専門家の不足や偏在，
ガイドラインの普及などによる治療の標準化・
均てん化などさまざまな要素があり，今回明ら
かにできなかったが，CBTを希望する患者がど
こにいても受けられる環境の整備が必要であ
る．日本医療政策機構の提言では，各都道府県
が医療計画でCBTの実態を把握することや，精
神保健福祉センターや NPOなどの支援機関で
のCBTプログラムの拡充などを求めている23）．
　COVID‒19の影響を調べるために全国の 15～
79歳の 2.8万人を対象に 2020年夏に行われた
web調査では，936人の精神疾患患者が含まれ，
持病の悪化は流行地域で 27％，非流行地域で
23％と他疾患より多く，また流行地域の精神疾
患患者の 30％が予定どおりの通院ができな
かった12）．NDBオープンデータを用いて整形外
科の手術件数とCOVID‒19の関連を調べた研究
では，2019年度の 1カ月あたりの手術件数を基
準とすると，最初の緊急事態宣言下の 2020年 5

月の件数はわずか 70.3％に減少していたが，そ
の後の緊急事態宣言の際の減少は大きくはな
かった10）．National Clinical Databaseを用いて胃
がんに対する幽門側胃切除術の手術件数と
COVID‒19の関連を調べた研究では，2020年
4～5月にかけて 22.8％の手術件数の減少を認
めた11）．今回の研究でも，2019年度の 1カ月あ
たりのCBTの算定回数を基準にすると，最も少
なかったのは 2020年度 5月の 81.2％で，その後
も変動を認めたが，感染への対応が進んだこと
もあってか，変動の幅は小さくなっていた．
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　2019年度もCOVID‒19流行後と比べれば小さ
いが，月ごとの算定回数の変動がある．精神疾
患には，季節性うつや冬季うつ病もあり27），ま
たライフイベントと関連していわゆる五月病も
ある．NDBを用いて 1,621病院の 60万人の新
規精神病棟入院を調べた研究では，夏（7月）に
入院のピークがあり，冬に少ないことが報告さ
れている28）．流行前のデータが数年分あれば
CBTを要する患者の季節性変化を把握でき，そ
れを踏まえたうえでCOVID‒19の影響を検討す
ることもできたが，流行前のデータは 1年分の
みであり，十分評価できなかった．
　CBTは個室で長時間行われるため，COVID‒
19やインフルエンザなどの感染リスクがある．
保険診療ではないもののインターネットを用い
たCBTが近年注目され，さまざまな疾患や職場
のメンタルヘルスを対象にしたものもあ
る1）29）．保険適用は認められてはいないが，不
眠障害に対する治療用のスマートフォンアプリ
の RCTも行われている30）．これら非対面の
CBTのメリットとして，任意の時間と場所で受
けられるアクセス性があるが29），今回のデータ
によると CBTの主な対象は 20～49歳であり，
仕事や学校などで CBTの通院が難しい場合も
考えられる．CBTの提供が十分ではない現状で
は，インターネットCBTも将来的には選択肢と
なる可能性がある．
　本研究の限界としては，第一に，個人単位で
の解析が可能な NDBと違い，オープンデータ
では患者単位のデータはないため，1人あたり
の実施回数，対象疾患，実施施設の種類などが
不明である．第二に，現時点の NDBオープン
データでは医療費が公費負担である生活保護受
給者や自由診療が除外されている．CBTは自由
診療も多く行われており，また保険診療で CBT

を算定しなかったり，代わりに通院精神療法で
算定したりする場合もあるが，これらを可視化
できておらず，日本のCBTを網羅したデータで
はない．第三に，実施回数が少ない場合にデー

タが非公開となり，0～4歳やいくつかの都道府
県での実際の実施回数は不明である．ただし，
それらは年間 10回未満の実施であり，結果に
はほとんど影響を与えない．本研究の強みとし
て，NDBオープンデータは全国の保険診療の大
部分を反映したリアルワールドデータであり，
全国レベルの分析が経年変化も含めて実施でき
たこと，都道府県別，性・年齢別の使用実態や
COVID‒19の影響など，過去に十分得られてい
ないデータが得られたこと，NDBを用いた既存
のデータと乖離がなく，ある程度の精度が担保
されることが挙げられる．

おわりに
　本邦におけるCBTの実施状況は，対象疾患の
追加や看護師・医師の共同実施の新設にもかか
わらず，算定回数でみるかぎりは減少傾向で
あった．女性への実施が多く，男女とも 20～49

歳がピークであった．また，CBT実施に大きな
地域差を認めた．いまだに十分に普及している
とはいえず，CBTを実施できる環境の整備，人
材の育成が望ましい．

　本研究の要旨は第 63回日本心身医学会総会ならび
に学術講演会において発表した．

　利益相反：近藤忠之；研究費（MSD株式会社）．他
は本稿に関して開示すべき COIはなし．
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Report Detailing the Current Status of Cognitive Behavioral Therapy in Japan 
Based on Open Data from a National Database

Haruna Hasegawa＊1＊2　　Keisuke Kawai＊2　　Naho Tamura＊2　　Tadayuki Kondo＊3

Hidekatsu Yanai＊1　　Kensuke Yoshimura＊4　　Akahito Sako＊1

＊1Department of Internal Medicine, Kohnodai Hospital, National Center for Global Health and Medicine
（Mailing Address：Haruna Hasegawa, 1‒7‒1 Kohnodai, Ichikawa‒shi, Chiba 272‒8516, Japan）

＊2Department of Psychosomatic Medicine, Kohnodai Hospital, National Center for Global Health and Medicine
＊3Department of Psychiatry, Kohnodai Hospital, National Center for Global Health and Medicine

＊4Center for Next Generation of Community Health, Chiba University Hospital

　　Background and Objectives：A previous study stated that cognitive behavioral therapy（CBT）is not sufficiently 
disseminated and that Japan exhibits considerable regional disparities in this regard. Thus, in the present study, we 
aimed to determine the current status of CBT in Japan.
　　Methods：We used CBT data from the National Database of Health Insurance Claims and Specific Health Check-
ups from the fiscal year（FY）2014（FY2014）to FY2022. We analyzed the number of CBT sessions stratified by year, 
month, sex, five‒year age group, 47 prefectures, and eight regions. Additionally, we calculated the standardized claim 
ratio（SCR）for the number of sessions to account for age variations among prefectures. 
　　Results：The number of annual CBT sessions decreased from 44,999 in FY2014 to 35,231 in FY2022. In FY2022, 
the vast majority of CBT sessions were administered by physicians, with only 239 sessions being co‒provided by 
nurses in collaboration with physicians. In FY2022, 63％ of CBT sessions were conducted for female patients, with the 
therapy being provided more frequently for women than for men in the age groups ≥15 years. Additionally, 64％ of the 
CBT sessions were administered to patients aged 20‒49 years. CBT sessions for patients aged ＜20 and ≥65 years 
accounted for 13％ and 7％ of sessions, respectively. The highest number of CBT sessions per million members of the 
general population was observed among women aged 20‒24 years（n＝864）and men aged 25‒29 years（n＝490）. In 
14 prefectures, Aomori, Akita, Yamagata, Niigata, Toyama, Fukui, Nara, Yamaguchi, Kagawa, Kochi, Saga, Nagasaki, 
Oita, and Okinawa, ＜10 CBT sessions were conducted. In FY2022, the highest number of CBT sessions per million 
individuals of the general population was observed in Okayama（n＝2,834）. Among the eight regions, the highest CBT 
sessions per million of the general population was observed in Chugoku（n＝595）and Hokkaido（n＝37）, respectively. 
The SCR for Tokyo, Osaka, and Miyagi were close to the national average. The SCR was the highest in Okayama
（1,029）. During FY2020, the number of sessions was the lowest in May（n＝2,509）and highest in March（n＝3,263）. 
Notably, the coronavirus disease 2019 pandemic led to a decrease in the number of monthly CBT sessions. 
　　Conclusions：Although various health policies promoting CBT, including broadening the spectrum of diseases 
covered by health insurance and delegating CBT to nurses, have been implemented, concerns raised by previous stud-
ies persist. Improving the environment and providing physicians and nurses with adequate training are crucial for the 
widespread dissemination of CBT.

Key words：cognitive behavioral therapy, regional disparity, claim database, real world data, COVID‒19
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